
社会ネットワークに基づく
コミュニケーション行動と政策分析

大平悠季1・織田澤利守2

1学生会員　神戸大学大学院　工学研究科市民工学専攻 (〒 658-8501 神戸市灘区六甲台町 1-1)
E-mail: ohira@stu.kobe-u.ac.jp

2正会員　神戸大学准教授　大学院工学研究科市民工学専攻 (〒 658-8501 神戸市灘区六甲台町 1-1)
E-mail: ota@opal.kobe-u.ac.jp

本研究では，社会ネットワークと個人のコミュニケーション行動選択とを関連づけた Helsley & Zenou (2014)
の提案する枠組みを拡張し，交通政策・都市政策について検討する．2地域からなる都市空間上で，各主体が都
心のミーティング施設を訪問することによってコミュニケーションを行う状況を想定し，システム全体としての
均衡における主体間のコミュニケーション水準を解析的に導出する．その際に交通混雑を考慮し，最善政策およ
び政策代替案について検討する．均衡におけるコミュニケーション水準が非効率的であることを示し，ファー
スト・ベストな混雑料金およびコミュニケーションへの補助金を導出した上で，次善政策としての交通政策に
ついて数値分析を行う．
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1. はじめに

現代社会において，コミュニケーションが果たす役
割の重要性に異論を差し挟む余地はほとんどないであ
ろう1)．社会発展の原動力である革新的な概念や技術の
多くは，高度な知識や技能を持つ主体同士によるコミュ
ニケーションを通じた相互作用の産物といえる．都市
に多様な主体が集積するメリットの一つに，それぞれ
が保有している知識やアイディアの交換，およびそれ
をベースにした創造的な活動を容易に行える点が挙げ
られる2)．通信技術が高度に発達した今日においても，
主体同士が時間・空間を共にして行うフェイス・ツゥ・
フェイスのコミュニケーションがもたらす生産性・創造
性の豊かさは，他の交流手段をもって代え難い3).

都市社会において行われる相互交流の水準は，距離に
関する 2つの概念に依存して決まる．1つは地理的距離
であり，いま 1つは社会的距離である．相互にやり取り
される知識・情報が高度になれば，フェイス・ツゥ・フェイ
スのコミュニケーション（face-to-face communication）
がそれらを運ぶ重要な手段となる．対面形式によるコ
ミュニケーションは交通を伴うため，必然的にその水
準は地理的距離に依存する．地理的距離は人々や企業
といった主体の空間的配置（立地状況）とそれを取り
巻く交通環境（交通ネットワーク）によって決まる．一
方，社会的距離とは，相互の信頼性や必要性，関連性
の程度を指す概念である．特に，複雑に入り組んだ主

体間の関連性をグラフを用いて表現した社会的ネット
ワークは，社会学や人類学，組織論等といった幅広い
学問分野において様々なレベルでの行為主体間の相互
依存関係を理解する上で有益な枠組みを提供している
5),6)．地理的距離と社会的距離は，人々や企業の行動選
択を通じて互いに作用を及ぼし合いながら都市社会の
有り様を決定づける．社会的ネットワークにおける主
体の位置とその合理的な行動選択とを関連づけた既存
研究には Ballester et al.17)がある．これは任意の構造を
持つネットワーク内における相互依存関係を分析する
ための均衡モデルを提案するものであり，社会的ネッ
トワークを対象とした応用的研究への可能性を開いた．
Helsley & Zenou 18)は，Ballester et al.に物理的空間を導
入し，都市への訪問行動および立地選択を社会的ネッ
トワークの観点から分析している．ただし，ここでは
交通混雑は考慮されておらず，コミュニケーション行動
に対する政策的検討を行う上では不十分な枠組みに留
まっている．本研究では，Helsley & Zenouに混雑を導
入して拡張し，交通政策・都市政策について検討する．

本稿の構成は以下の通りである．2.では，主体のコ
ミュニケーション行動のモデルを定式化し，立地を外
生とした下で均衡コミュニケーション水準を導出する．
3.では，社会的に最適なコミュニケーション水準を導
出した上で，最前政策と政策代替案を検討する．さら
に数値例として，各政策シナリオを複数の社会ネット
ワークに対して適用した結果を示す．4.にてまとめと
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今後の展望について述べる．

2. 混雑を考慮した 2地域モデル

(1) 環境設定
N = {1, ..., n} (n ≥ 2)を有限な数の主体の集合とする．

主体をノード，主体間のつながりをリンクとする社会
ネットワーク gを，隣接行列 G = [gi j]を用いて表す．
ただし，隣接行列の要素 gi j (i, j ∈ N)は，主体 iと jの
間にリンクが存在する場合は 1，存在しない場合は 0で
ある．すなわち，

gi j =

 1 (if agents i and j are directly connected)

0 (otherwise)

である．なお，コミュニケーションは双方向的に行わ
れるものとし，gi j = 1であれば g ji = 1であるとする．
また，gii = 0とする．したがって，Gは，対角成分に 0
を持つ (0, 1)対称行列である．なお，gi j = g ji = 1を満
たす 2主体 i, jのペア（リンク）の集合を Eとし，社会
ネットワーク gを g = 〈N, E〉と表す．例えば，図–1の
ような社会ネットワーク gであれば，対応する隣接行
列 Gは次のようになる．

G =


g11 g12 g13

g21 g22 g23

g31 g32 g33

 =

0 1 1
1 0 0
1 0 0

 (1)

地理空間は中心地 C（Center）と郊外 P（Periphery）
の 2地域から構成され，2地域間の距離は 1に正規化す
る．主体は中心地または郊外のいずれかの地域に立地
し，中心地に存在するミーティング施設を訪問して他の
主体とフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションを
行うことによって効用を獲得する．主体 i（i = 1, ..., n）
の立地点を，中心地 Cからの距離 xi ∈を用いて表し，
次式のように定義する．

xi =

 0 (if agent i locates in C)

1 (if agent i locates in P)
(2)

n主体の立地点 x = {x1, ..., xn}は外生的に与えられるも
のとする．中心地 Cに立地する主体数を nc，郊外 Pに
立地する主体数を np = n − nc とおく．主体は，他の主
体とのミーティングを行うためにミーティング施設を
訪問し，その度に自身の立地点 xi に応じて交通費用を
支払う．交通費用は地域 C（中心地）内・地域間のそれ
ぞれにおいて発生する．地域 C内の交通費用はすべて
の主体が支払う一方，地域間交通費用は地域 Pに立地
する主体のみが負担する．これらの 2種類の交通に対
して交通リンクは 1つずつのみ存在し，地域 C内交通
リンクをリンク 1，地域間交通リンクをリンク 2とする
（図–2）．以上の設定の下で，主体間の社会的距離と地
理的距離を同時に考慮した分析を行う．

2   1   3 !

図–1: 例：社会ネットワーク g = 〈{1, 2, 3}, {12, 13}〉

C P
link 2             

link 1             

x
i
= 0             x

i
= 1             

図–2: 地理空間

(2) コミュニケーション行動の定式化
各主体は合成財の消費，社会ネットワーク上でつなが
り（リンク）をもつ他者とのフェイス・ツゥ・フェイスの
コミュニケーション，および土地消費から効用を獲得す
る．主体 i（i = 1, ..., n）が中心地から距離 xi（xi = 0, 1）
の地点に立地するとき，主体 iの効用 Ui は次式の準線
形効用関数によって表されるとする．

Ui(vi, v−i, g, hi) = zi + ui(vi, v−i, g) + f (hi) (3)

zi は合成財消費量，ui(vi, v−i, g)は中心地のミーテイン
グ施設への訪問を通じた他の主体との交流から， f (hi)
は土地消費から獲得する部分効用を，それぞれ表して
いる．viは主体 iによるミーティング施設訪問回数（も
しくは頻度）を，v−i は {v1, ..., vi−1, vi+1, ..., vn}の集合を
意味する．なお，ここでは訪問回数をコミュニケーショ
ン水準の近似的指標として扱うこととする．hiは主体 i

の消費するロットサイズを表し，土地は不在地主によっ
て所有されるものとする．主体 iが他の主体との交流か
ら獲得する部分効用 ui は，次式によって表す．

ui(vi, v−i, g) = αvi −
1
2

v2
i + θ

n∑
j=1

gi jviv j (4)

α, θはいずれも非負の定数パラメータである．式 (4)右
辺第 1項および第 2項は，主体 iが中心地を訪問する
こと自体から得る効用であり，第 3項は他者とのコミュ
ニケーションを通じて得られる相乗的効果を表す．第
1項・第 2項より，部分効用関数 ui は強凸性を有する
（∂2Ui/∂v2

i < 0）ことから，主体はコミュニケーション相
手に関する多様性選好（より多くの異なる相手と交流す
ることでより高い満足を得る性質）を持つ．第 3項はコ
ミュニケーションを通じた主体間の相互依存関係を表し
ており，θはその強度を表すパラメータである．社会ネッ
トワーク上でリンクを持つ主体の組 i, j (gi j = 1)につい
て，主体 iが jとのコミュニケーションによって得られ
る効用は，主体 i自身のコミュニケーション水準 viおよ
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び，当該の交流相手である jのコミュニケーション水準
v jに依存して決まる．具体的には，コミュニケーション
を通じた社会的外部効果として，交流相手が自分以外の
主体ともより活発にコミュニケーションを行えば，その
相手とのコミュニケーションによる限界的な効用が増加
するという戦略的補完関係（∂2Ui/(∂vi ·∂v j) = θ > 0 (for
gi j = 1)）を仮定している．第 3項は，他者とのコミュ
ニケーション活動を活発に行う主体には様々な知識や
情報が集積し，その結果，そうした主体は交流相手に
対して質の高いコミュニケーションの機会を提供する
ということを表現している．
また，予算制約は次式 (5)で表されるとする．

y = zi +
[
p + t(xi, v)

]
vi + R(xi)hi (5)

式 (5)において，p, t(xi, v)はそれぞれ単位訪問あたりの
フェイス・ツゥ・フェイス・コミュニケーションに伴っ
て発生する固定費用と交通費用を表す．本モデルでは p

（α > p > 0）は定数であるとし，時間制約は無視でき
る状況を想定する．交通費用は中心地と立地点との距
離 xiに依存する．さらに，本稿では交通混雑を考慮し，
交通費用は全主体のミーティング施設訪問回数 vに依
存するものとする．ここではパラメータ t1, t2(≥ 0)を用
いて，リンク 1, 2の交通費用をそれぞれ

t1
n∑

j=1

v j , t2xi

n∑
j=1

x jv j (6)

によって表される線形関数であり，t(xi, v)はこれらの和
であると仮定する．以降，t(xi, v) = tiと表記する．R(xi)
は地点 xi の地代である．本稿では土地市場を明示的に
は考慮せず，立地費用 R(xi)を外生として扱う．
主体 i (∈ N)は，社会ネットワーク構造 gならびに他

主体のコミュニケーション需要 v j (∀ j = 1, ..., n, j , i)を
与件として，自らの効用 Uiを最大とするように合成財
消費量 zi とフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケー
ション需要 vi を決定する．本研究では，1. 式 (4)第 3
項に表現したコミュニケーションの戦略的補完性，2.
予算制約 (5)における交通混雑の 2種類の外部性に着
目する．コミュニケーションを通じた相互依存関係に
は様々な形態が存在し，これまでも多くのモデルが提
案されている（例えば，ミーティングの形成過程を分
析した小林13)や技術・アイディアの伝播過程に着目し
た Jovanovic & Rob14)，知識創造過程を扱った Berliant
& Fujita15)など)．本研究では，社会ネットワーク上で
行われるコミュニケーション活動の性質に着目するた
め，コミュニケーション過程の詳細なモデル化は行わ
ず，Helsley & Zenouによって提案された極めて簡潔な
モデルを採用した．Helsley & Zenouモデルからの変更
は，中心地内の交通を導入した上で交通混雑を考慮し
た点である．

(3) Nash均衡解
各主体は，他の主体の行動を与件として効用最大化
行動を行う．式 (3), (5) として定式化された最適化問
題において他主体のコミュニケーション需要 v j (∀ j =

1, ..., n, j , i) に対する主体 iの最適応答関数は，

v∗i = α − p − ti − t1v∗i − t2xiv∗i + θ
n∑

j=1

gi jv∗j (7)

と表すことができる（∵ xi = x2
i）．すべての i (i = 1,…

, n)について式 (7)を導出し，viについて連立して解く
とコミュニケーション需要のNash均衡解を求めること
ができる．ここで，Aを成分のすべてが 1である n次
正方行列，Xを k次対角成分が xk (k = 1,…, n)である
n次対角行列とし，式 (7)を行列形式で表すと

[(1 + t1)I + t2X]v = (α − p)1 − t1Av

−t2X · AXv + θGv (8)

となる．1はすべての成分が 1である列ベクトル，Iは
単位行列である．式 (8)を vについて解くと，Nash均衡
解 v∗が唯一の内点解として得られる（逆行列 [I− θG+
t1(I +A) + t2X(I +AX)]−1の存在条件については，付録
I.に詳述）．

v∗ = [I − θG + t1(I + A) + t2X(I + AX)]−1 · (α − p)1 (9)

式 (9)は，フェイス・ツゥ・フェイス・コミュニケーショ
ン需要の均衡水準 v∗が，社会ネットワークにおける主
体の位置関係と地理空間上の立地点に依存して決まる
ことを示している．均衡における主体 iのコミュニケー
ション水準 vi は，地理空間上の立地点に依存する交通
費用（混雑を含む）を内包した社会ネットワーク g上の
ノード iの Katz-Bonacich中心性（付録 II.を参照）と
一致する．また，均衡における効用水準は次式のよう
に書くことができる．

U∗i = y +
(

1
2
+ t1 + t2xi

)
v∗2i − R(xi)hi + f (hi) (10)

以上の成果は，2 地域のみを対象とした Helsley &
Zenouと基本的に同様であるが，政策的検討を行うべ
く交通混雑を考慮できる枠組みに拡張した点が本研究
の貢献である．

(4) 数値例 1：社会ネットワークと均衡コミュニケー
ション水準

本節では，社会ネットワークの変化が均衡における
コミュニケーション水準と社会厚生に及ぼす影響につ
いて調べる．図–3に示す 3パターンの社会ネットワー
クはいずれも n = 5，リンク数が 4で，ノード 1が最も
中心的な位置を占める（i.e. Katz-Bonacich中心性の値
が大きい）ネットワークである．すべての社会ネット
ワークにおいて，ノード 1, 2, 3に相当する主体が Cに，
ノード 4, 5の主体が Pに立地するとして，各主体の均
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5 !2 !

1 !

3 ! 4 !

(a) SN 2

5 !

2 !

1 !

3 ! 4 !

(b) SN 3

5 !2 !

1 !

3 ! 4 !

(c) SN 4

図–3: 社会ネットワーク SN 2–SN 4（n=5, # of links= 4）

表–1: 均衡コミュニケーション水準および社会厚生
SN 2 SN 3 SN 4

i
v∗i U∗i v∗i U∗i v∗i U∗i

1 2.46 8.33 2.88 9.56 3.24 10.76

2 2.47 8.36 2.46 8.33 2.15 7.54

3 2.00 7.20 2.08 7.38 2.15 7.54

4 1.50 6.41 1.70 6.82 1.75 6.93

5 1.94 7.38 1.61 6.63 1.75 6.93∑
i v∗i 10.38 10.73 11.04

W 42.69 43.72 44.70

衡におけるコミュニケーション水準と効用ならびに社
会厚生の水準を比較する．社会厚生について，本研究
ではベンサム型の社会厚生関数を採用することとする
と，社会厚生関数Wは，地代収入を考慮した上で

W =

i=n∑
i=1

[Ui + R(xi)hi] (11)

と表せる．社会厚生を導出する上では，各主体による
地代支払いと不在地主の地代収入がキャンセルアウト
する．本数値例では，分析の焦点をコミュニケーション
行動に限定するために hi = 1に固定し，地代関数も立
地点によらず R(xi) = 1（∀i）とした．さらに，立地点を
外生とした本モデルでは，土地消費による効用が選択
行動に影響しないことから， f (1) = 0（∀i）と基準化し
た．その他のパラメータの値は，α = 2.5, θ = 0.25, y =
6, p = 0.5, t1 = 0.05, t2 = 0.08とした．
上述の設定の下で，均衡コミュニケーション水準，均

衡効用水準および社会厚生を導出した結果が表–1であ
る．いずれの社会ネットワークにおいても，ネットワー
クにおける中心性とコミュニケーション水準 v∗i は概ね
対応している．また，より活発なコミュニケーションが
行われる社会が高い構成水準を達成するという結果を
得た．一部，社会ネットワーク上の位置は対称である
（中心性が等しい）にも関わらずコミュニケーション水
準が異なる場合（SN 2の主体 2と 5,主体 3と 4; SN 3
の主体 3と 4; SN 4の主体 2,3と 4,5）が存在する．こ

れらは，社会ネットワーク上で対称である場合，(i)当
該主体 i自身の立地点が Cである，(ii)交流相手（i.e.
gi j = 1である主体 j）の立地点が Cである，のいずれ
か，あるいは両方を満足している場合に，より高水準
のコミュニケーションが達成されるためと解釈できる．
(i)が満たされるとき，当該主体のコミュニケーション
の限界費用が小さくなるため，Pに立地している場合
よりもより多くのコミュニケーションを行うことが最
適な選択となる．一方 (ii)の場合は，(i)の理由に基づ
いて高水準のコミュニケーションを行う相手 jとの交
流によって，戦略的補完性からコミュニケーションの
限界効用が高まるために，当該主体 i自身もより高度な
コミュニケーション水準を選択することが最適反応と
なる．SN 3や SN 4のケースは (i)に，SN 1のケース
は (ii)に該当する．また，SN 1においては主体 2が最
も高水準のコミュニケーションを達成しているが，こ
れは (ii)の効果によって，最も中心的な主体 1のコミュ
ニケーション水準を上回った結果であると考えられる．

3. 社会的最適と政策代替案

(1) 最適コミュニケーション需要
前章で導出した均衡需要 v∗i および効用 U∗i について，
効率性の観点から分析を加える．ここでは式 (11)で定
義した社会厚生の最大化に関心をおくため，以下の最
適化問題を解くことになる．

max
vi(∀i∈N)

W = max
vi(∀i∈N)

i=n∑
i=1

[Ui + R(xi)hi]

= max
vi(∀i∈N)

i=n∑
i=1

{
y − [p + t(xi, v)]vi

+αvi −
1
2

v2
i + θ

n∑
j=1

gi jviv j + f (hi)
}

1階条件より，任意の iについて

α−p−2t1
n∑

j=1

v j−2t2xi

n∑
j=1

x jv j−vi+2θ
n∑

j=1

gi jv j = 0 (12)

が満たされている必要がある．これより，

vO
i = α− p− 2t1

n∑
j=1

v j − 2t2xi

n∑
j=1

x jv j + 2θ
n∑

j=1

gi jv j (13)

が成立する．式 (7)と比較すると，最適なコミュニケー
ション需要 vO

i と均衡需要 v∗i との関係は

vO
i = v∗i − t1

n∑
j=1, j,i

v j − t2xi

n∑
j=1, j,i

x jv j + θ

n∑
j=1

gi jv j (14)

であり，Nash均衡におけるコミュニケーション水準が
非効率的であることがわかる．次節では，均衡需要 v∗i
を最適水準に近付けるための混雑税政策及び補助金政
策を考える．
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(2) 最善料金政策
最適な水準のコミュニケーションを達成するために，

各主体のミーティング施設への訪問に対する交通混雑
税およびコミュニケーション補助金を考える．具体的
には，主体 iによる単位訪問あたりの交通リンク 1, 2の
利用に対してはそれぞれ混雑税：

dO
1i = t1

n∑
j=1, j,i

v j, dO
2i = t2xi

n∑
j=1, j,i

x jv j (15)

を課し，同時に単位訪問あたりに達成されるコミュニ
ケーションに対しては補助金：

sO
i = θ

n∑
j=1

gi jv j (16)

を与える政策を検討する．これらの料金政策の下で各
主体が最大化する効用は，

Ui = y − pvi − t(xi, v)vi − (dO
1i + dO

2i)vi − R(xi)hi

+(α + sO
i )vi −

1
2

v2
i + θ

n∑
j=1

gi jviv j + f (hi)

= y −
p + t1

 n∑
j=1

v j +

n∑
j=1, j,i

v j


+t2xi

 n∑
j=1

x jv j +

n∑
j=1, j,i

x jv j


 vi − R(xi)hi

+αvi −
1
2

v2
i + 2θ

n∑
j=1

gi jviv j + f (hi) (17)

となる．上式右辺 1行目第 4項および 2行目第 2項は，
2.の均衡モデルにおいて主体 iの訪問需要が限界的に
増加した際に i自身を除いた他主体の交通に影響する混
雑外部性を，3行目第 3項は，主体 iの限界的なコミュ
ニケーション需要に内在するコミュニケーション外部
性を，それぞれ表している．すなわち式 (17)は，混雑
税・補助金政策の実施によって 2.の均衡モデルにおい
ては外部効果であったものが内部化されていることを
意味する．混雑税政策および補助金政策を同時に適用
した下での均衡コミュニケーション需要は，

vO = [I − 2θG + 2t1A + 2t2X · AX]−1(α − p)1

となる．このとき主体 iの効用 UO
i は，効用（式 (17)）

最大化の 1階条件を用いて整理することにより

UO
i = y +

(
1
2
+ t1 + t2xi

)
vO2

i − R(xi)hi + f (hi) (18)

と表せ，これは式 (10)と対応する．以上の結果は次の
ように要約される．

命題 1
Nash均衡におけるフェイス・ツゥ・フェイス・コミュ
ニケーション需要 v∗i は，社会的最適水準と比較して非
効率的である．交通リンク 1, 2の利用に対する単位あ
たりの訪問行動に対してそれぞれ dO

1i = t1
∑n

j=1 v j, dO
2i =

t2xi
∑n

j=1 x jv j の混雑税を課し，同時に単位あたりのコ
ミュニケーションに sO

i = θ
∑n

j=1 gi jv jに等しい補助金を
与えれば，混雑税・補助金政策下での均衡状態として
社会的最適状態が達成される．

また，このときの社会厚生は，式 (18)に整理した各
主体の効用と不在地主の総地代収入，政府の混雑料金
収入および補助金支出を考慮するため，以下のように
なる．

WO =
i=n∑
i=1

[
UO

i + R(xi)hi + dO
1ivi + dO

2ixivi − sO
i vO

i

]
=

i=n∑
i=1

[
y +

(
1
2
+ t1 + t2xi

)
vO2

i + f (hi)

+ t1
n∑

j=1

v jvi + t2xi

n∑
j=1

x jv jvi − θ
n∑

j=1

gi jv j

(19)

(3) 政策代替案
前節では，最善政策として各交通リンクへの混雑税

dO
1i, d

O
2iおよびコミュニケーション補助金 sO

i を定義した．
これらはいずれも主体ごとに異なる値をとる上に，特
に sO

i の設定に際しては社会ネットワーク構造を把握す
る必要があるが，多くの場合は情報の入手可能性およ
び個々の主体に対して異なる水準の補助金を賦与する
ことの技術的な煩雑さから，政策実施が非常に困難で
あると考えられる．
本研究では，次善政策として交通政策を検討するた
め，各交通リンクに対して 1単位の交通（i.e. 1単位の
ミーティング施設訪問行動）あたりに一定額の課税ま
たは補助金を与える政策代替案を考える．交通リンク
1, 2に対して課す税金（または，与える補助金）をそれ
ぞれ c1, c2とすると，各主体の最適化行動は，立地点 x
が固定の下で次のように記述される．

max
vi

Ui = y − pvi −
t1 n∑

j=1

v j + c1

 vi

−
t2 n∑

j=1

x jv j + c2

 xivi − R(xi)hi

+αvi −
1
2

v2
i + θ

n∑
j=1

gi jviv j + f (hi) (20)

式 (20)において，c1, c2 > 0であれば交通リンク 1, 2に
おける 1単位の交通あたりにそれぞれ c1, c2の通行税を
課し，c1, c2 < 0のときは補助金を与えることを意味す
る．1階条件より，任意の iについて

vi = α − p − c1 − c2xi − ti − t1vi − t2xivi + θ

n∑
j=1

gi jv j (21)

が成り立つ．均衡条件を満足する vi（i = 1, ..., n）を v̂i

と表すこととすると，v̂iをすべての i = 1, ..., nについて
連立して解くことにより政策下での均衡コミュニケー
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表–2: 次善政策下でのコミュニケーション水準および社
会厚生

SN 2 SN 3 SN 4
i

v̂i Ûi v̂i Ûi v̂i Ûi

1 3.40 11.37 4.37 15.49 5.08 19.19

2 3.54 11.90 3.71 12.58 3.51 11.78

3 2.89 9.59 3.27 10.87 3.51 11.78

4 1.55 6.51 2.01 7.54 2.33 8.41

5 2.17 7.96 1.86 7.19 2.33 8.41∑
i 13.55 47.33 15.22 53.67 16.75 59.56

C1 -11.16 -16.74 -20.99
(c1) (-0.82) (-1.10) (-1.25)

C1 2.38 3.30 3.18
(c2) (0.64) (0.85) (0.68)

Ŵ 43.54 45.23 46.75

ション水準 v̂iが得られる．式 (21)を行列形式で表すと，
次式のようになる．

v∗ = [I − θG + t1(I + A) + t2X(I + AX)]−1

· [(α − p − c1)I − c2X
]
1 (22)

また，次善政策下での均衡効用水準は，均衡コミュニ
ケーション水準 v̂i を用いて

Ûi = y +
(

1
2
+ t1 + t2xi

)
v̂i

2 + f (hi) − R(xi)hi (23)

と表せる．iに依存しない定数 c1, c2 は，次の最大化問
題を解くことによって求められる．

max
c1,c2
Ŵ = max

c1,c2

i=n∑
i=1

{[
Ûi + R(xi)hi

]
+ c1vi + c2xivi

}
(24)

右辺第 3項および第 4項は，交通リンク 1, 2で徴収し
た通行税収入（または補助金支出）を表し，以下では

C1 =

n∑
i=1

c1vi, C2 =

n∑
i=1

c2xivi

とおく．以上のような次善の政策シナリオを社会ネット
ワークに適用し，c1, c2を数値的に導出した例を次節に
示す．

(4) 数値例 2：社会ネットワークと政策分析
前節において定式化したの政策シナリオを複数の社

会ネットワーク例に対して適用し，数値分析を行う．図
–3の 3種類の社会ネットワークに対して，数値例 1と
同一の設定下で，式 (24)で表される社会厚生 Ŵを最
大にする c1, c2 を数値的に導出した（表–2）．同時に，
参照点としてファースト・ベストな混雑料金とコミュニ
ケーション補助金による最善政策シナリオの結果を表
–3に示す．表中の T1,T2および S は，それぞれ交通リ

表–3: 最善政策下でのコミュニケーション水準および社
会厚生

SN 2 SN 3 SN 4
i

vO
i UO

i vO
i UO

i vO
i UO

i

1 3.76 12.76 4.91 18.25 5.97 24.58

2 3.74 12.71 3.75 12.72 3.25 10.79

3 2.49 8.42 2.90 9.63 3.25 10.79

4 1.28 6.03 2.27 8.24 2.46 8.81

5 2.53 9.03 1.69 6.80 2.46 8.81∑
i 13.80 48.94 15.51 55.64 17.38 63.79

T1 7.40 9.31 11.66
T2 0.52 0.61 0.97
S 18.06 25.05 34.04

WO 43.8 45.51 47.38

ンク 1, 2において徴収した混雑税による収入，および
コミュニケーション補助金への支出を表す．

T1 =

n∑
i=1

dO
1iv

O
i , T2 =

n∑
i=1

dO
2ixivO

i , S =
n∑

i=1

sO
i vO

i

最善政策下での社会厚生WOは，式 (19)よりこれらを
用いて

WO =

i=n∑
i=1

[
UO

i + R(xi)hi

]
+ T1 + T2 − S (25)

と表せる．まず均衡と社会的最適の各状況を比較する
と，社会ネットワーク SN 3, 4においては，いずれの主
体の均衡コミュニケーション水準 v∗i も最適水準に対し
て過小であることがわかる．一方 SN 2のネットワーク
の場合は，一部の主体が均衡において過剰なコミュニ
ケーションを行っている．主体 4については，コミュ
ニケーション行動に内在する 2種類の外部性のうちコ
ミュニケーションの外部性よりも交通混雑の外部不経
済の効果の方が大きく，均衡における行動水準は過剰と
なっていると考えられる．SN 2の主体 1と 2のコミュ
ニケーション水準は，均衡では v∗1 < v∗2であるのに対し
て最適な水準は vO

1 > vO
2 となっている．ファースト・ベ

ストな料金政策の下で混雑外部性が内部化された結果，
主体 2の交流相手のコミュニケーション水準が相対的
に低減したために，戦略的補完性の効果が減じたため
である．
次に次善政策の効果について見ると，SN 2–SN 4の
すべてにおいて c1が負の，c2は正の値をとっているこ
とから，本数値例の結果は都市内交通リンク 1の交通 1
単位に対しては補助金が，都市間交通リンク 2には通
行税が導入される状況を表している．いずれの社会ネッ
トワークにおいても，次善政策の適用によって社会厚
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生水準がファースト・ベスト水準に近付いていること
が確認できる．また，社会ネットワークの構造の違い
によって異なる補助金および通行税が導出されており，
ネットワークの位相幾何学的構造や主体の位置が，交
通政策上無視できないことが明らかとなった．

4. おわりに

本稿ではコミュニケーション行動に内在する 2種類
の外部性に着目し，主体のミーティング施設訪問行動
と社会ネットワークとの関連性を社会厚生の観点から
分析した．ファースト・ベストな混雑税およびコミュ
ニケーション補助金を定義した上で，次善政策として
の交通料金政策について検討した．今回の数値事例で
は非常に小さなネットワークのみを取り扱ったが，大
規模かつ多様なネットワークについて分析を進めるこ
とによって，社会ネットワークの位相幾何学的構造と
政策効果との関連性を解明できると考えられる．より
効率的な分析手法の開発とともに今後の課題としたい．
主体の立地点を外生とした本モデルを立地選択の枠組
に拡張した上で，立地政策等の都市政策の観点からも
政策代替案を検討する必要がある（講演時には，立地
選択を内生化した枠組についても発表予定）．また，本
研究では 2地域とした地理空間を多地域からなる交通
ネットワークに拡張することによって，各交通リンク
への交通料金の導入を，社会ネットワークの観点から
分析することが可能である．

付録

I.逆行列の存在条件
Helsley & Zenou18)に準拠すると，逆行列 [I − θG]−1

の存在する必要十分条件は，

θ · ρ(G) < 1 (26)

が満たされていることである．ここで ρ(G)は，非負行
列 Gの最大固有値の絶対値である．本稿で採用したモ
デリングに対しては，用いる行列が

I − θG + t1(I + A) + t2X(I + AX)

と複雑化するため，上式のような明確な条件を導出す
ることが出来ていないが，式 (26)に準ずる条件の下で
逆行列の存在を判断することになる．

II. Bonacich中心性20)

ネットワーク分析において，ノード（点）の中心性
や重要性を表す様々な指標が存在する．Bonacich中心
性は，ノードの中心性を当該ノードから発するすべて
のパス（経路）の距離に応じた加重和によって表した

指標であり5)，最近になってネットワーク・ゲーム理論
の枠組みにおいて非常に有用であることが示されてい
る17)．n次隣接行列 Gを k 乗（k は自然数）すること
によって得られる行列Gkはネットワーク中のノード間
の間接的なつながりを再現する．Gk の要素 g[k]

i j ≥ 0は，
ネットワーク gにおいて iから jへのパスの中で長さが
k(≥ 1)であるものの数を表す．また，G0 = Iである (I
は単位行列)．あるスカラー θ > 0とネットワーク gが
与えられたとき，θが十分に小さければ，次のような行
列Mが定義できる．

M(g, θ) = [I − θG]−1 =

+∞∑
k=0

θkGk

θは，長いパスの相対的な重みを減衰させるように作用す
るパラメータである．非負行列M(g, θ)の成分mi j(g, θ) =∑+∞

k=0 θ
kg[k]

i j は，ネットワーク gにおける iから jへのパ
スで長さが kであるものの数を，θk で重みづけして足
し合わせたものである．なお，行列級数∑+∞

k=0 θ
kGk は，

‖G‖ < r = lim inf
k→∞

|θk |−1/k =
1
θ

のとき，またこのときに限り収束する．ここで，rは収
束半径，‖G‖は行列Gのノルムである. このノルムは一
般に Gのスペクトル半径と呼ばれ，ρ(G) = maxι |λι|で
表される（λιはGの固有値）．すなわち，θρ(G) < 1で
あれば前述の行列級数が収束し，行列Mが定義できる．

定義 1 (Bonacich中心性) 　
ネットワーク g，n次隣接行列 Gおよび定数 θ を考
える．これらを用いて非負行列M(g, θ) = [I − θG]−1 が
定義できるとき，ネットワーク gにおけるパラメータ
θに対する Bonacich中心性ベクトル b(g, θ)は

b(g, θ) = [I − θG]−11 (27)

で与えられる．また，ノード iの Bonacich中心性は行
列Mの第 i行成分の和

bi(g, θ) =
n∑

j=1

mi j =

n∑
j=1

+∞∑
k=0

θkg[k]
i j (28)

によって表される．
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POLICY ANALYSIS OF SOCIAL NETWORKS AND SPATIAL INTERACTIONS

Yuki OHIRA and Toshimori OTAZAWA

In this paper we extend Helsley & Zenou (2014)’s social interaction model and consider traffic congestions. Focusing
on negative congestion externalities and positive communication externalities, we define the first-best congestion tax
and subsidy on interactions. Since the first-best tax and subsidy policy could be difficult to implement because of
difficulties in collection of information about social networks, we propose a second-best policy in which a single value
of tax/subsidy on each link is applied. Numerical examples are then undertaken for investigating the interrelationships
between social networks and public policies.
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